民主党が「公務員制度改革ＰＴ役員会」開催－6/18

－大島総務副大臣が地公基本権法案を早期に提出したいと発言－

※この情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　６月18日、14時30分より民主党「公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会」が衆議院第２議員会館で開催された。今回のＰＴでは、総務省自治行政局公務員部が５月11日に提示した「地方公務員制度改革について(素案）」（以下、「素案」）に関してＰＴ役員と総務省との意見交換が行われた。

　政府関係者として大島総務副大臣、三輪公務員部長、植田公務員課長等が参加した。また、オブザーバーとして、使用者側からは地方六団体の事務総長等が、労働側からは連合・安永副事務局長と公務労協・吉澤事務局長が参席した。

　冒頭、山花座長が、「総務省から『素案』が公表されて以降、関係団体から意見等が出されているが、それについて総務省から簡単に説明いただき、意見交換をしていきたい」と挨拶、続いて三輪公務員部長が、「素案公表後の関係団体の意見等」（別紙資料）について説明した。

　以降、以下の通りＰＴ役員会の議員から質問・意見が出され、総務省が回答した。

＜武内参議院議員＞

①　消防職員の協約締結権の付与について、今回の「素案」によく書いていただいたと思っている。団結権についてはこの間知事会、市長会、町村会とも議論をしてきているが、地方団体が主張する「部下と上司の対抗関係をもたらす」や「指揮命令関係が乱れる」といった懸念は、団結権を付与したからといって生じるものではなく、あくまでも指揮権を持った上司の資質に関する問題である。また、消防団との関係についても、個人的に様々な消防団長とも話しをしてきているが、どの団長からも、団結権付与によって関係が悪化すると言った懸念を聞いたことはない。こういった懸念が出されること自体、消防長会をはじめ、使用者団体は本当に消防の実態を把握しているのか危惧せざるを得ない。使用者側は団結権付与に根拠がないと言うが、むしろ使用者側の懸念に根拠がないといえる。団結権についてはしっかり付与していくことを、総務省としても堅持していただきたい。

②　中央協議の場については、今年のはじめのＰＴの場において総務省にお願いしていたが、「素案」には記載されていない。地公部会の意見では、改めて中央協議について検討するよう第一項目で挙げられている。全国の自治体で共有できうる指標について、ある程度中央レベルで協議することは、地方における交渉コストの観点からも重要なことである。設置について検討されるよう再度要請する。

＜総務省＞

①　消防職員の団結権については、総務省としては一貫して付与する方向で検討を進めているところ。残念ながら地方団体のご理解を得られていないが、引き続き関係者との協議を進めて参りたい。

②　中央協議については、前回のＰＴでご指摘いただき、関係者と意見交換を進めているところ。引き続きしっかり進めて参りたい。

＜後藤衆議院議員＞

①　知事会の「法律に基づく『国と地方の協議の場』における議論が必要」との主張について、今回の制度改革は法律上の協議対象に該当するのかどうか、法律の解釈を伺いたい。

②　地方団体からの反対意見に対してどのように説得していくかという点から、「国と地方の協議の場」を活用することは有効と考えるか。

③　関東知事会が、現在の労使関係制度は有効に機能していると主張しているが、団体協約も締結できず、また代償措置である人事委員会勧告をも無視する形で給与決定がされているケースについて、果たして有効に機能していると言い切れるのか、総務省の考えを教えて欲しい。

＜稲見衆議院議員＞

④　国と地方の協議については、法律上は専門委員会を設置することが可能かと思う。議論を煮詰めるためにも、専門委員会で検討することも考えられないか。

⑤　使用者側は、現在の労使関係は「有効」、「安定している」、「良好な関係」と評価しているが、そうであるのならば、協約締結権を付与したとしても現在と大きな変化はないのではないか。また、勤務条件条例主義等の基本原則も存置され、住民の理解のもとに給与決定をしていくのであれば、より安定した労使関係になるのではないか。

⑥　人事委員会を設置していない市町村はどうするのかという点については、それは現行制度と変わらないのではないか。つまり、現在、総務省は官民均衡（地場賃金との均衡）をはかるために人事委員会勧告に基づいた給与決定を行うように言ってきており、民間賃金実態調査は引き続き行われるのだから、そういった不安が出されることは納得できない。

＜総務省＞

①　「国と地方の協議の場」での協議対象について、法律上では「地方行政、地方財政、地方税制その他の地方自治に関する事項」とされている。今回の改正は地方行政に大きな影響を与える可能性があり、対象となりうる。これについては、川端総務大臣も記者会見等で「法案提出前には協議の場の開催が必要」と発言をしている。

②　どうやって説得していくかについては難しい問題だが、総務大臣が発言しているように「丁寧に、一歩一歩」説明・議論していく必要がある。

③　現在の労使関係が有効に機能しているかについては、今回の改革の理念は、第三者の勧告に依存するのではなく、主体的に勤務条件を決めていくということ。「安定しているから不要では」といった指摘もあるが、むしろ安定しているからこそ、こういった時期に改革を行うことが相応しい。また、改革にあわせて、より透明性の向上をはかっていくことが、さらに安定した労使関係に結びついていくと考えている。

④　専門委員会の設置については、具体的な協議の進め方を含めて検討していく。

⑤　現在の人事委員会を設置していない市町村は、人事院や県・政令市の人事委員会の勧告を給与決定の参考にしている。改革がされても国や県･政令市を参考にすること自体は大きく変わることはない。勧告制度がなくなるなかで、どうのように給与を決定していくかは、その地域性を踏まえて考えていくことが現実的な解決策ではないだろうか。

　ここで轟木事務局長から、国と地方と協議の場の開催について確認の質問がされ、総務省は「総務大臣からは、法案提出前には協議の場の開催が必要だと考えているが、まだその段階ではなく、今は『素案』について具体的な意見交換をしていきたい旨発言されており、（総務省としても）そういったスタンスである」と回答した。

　また、轟木事務局長から「専門委員会等を設置して検討することについてはどう考えているのか」と質問がされ、総務省は「具体的な専門委員会の設置については今日はじめて話しを聞いたところなので、今後検討していきたい」と回答した。

　これに対して、各議員から以下の通り意見が出された。

＜稲見衆議院議員＞

　国公の改革については、様々な検討の場が設けられ、議論が積み上げられてきた。そういった顔と顔の見える関係を築いて議論の積み上げを行わないと、（地方団体が反対している）現状を打開できないのではないかと考えている。そういった意味で専門委員会の設置もあり得るのではないか。

＜後藤衆議院議員＞

　「国と地方の協議の場」の法律の条文では分科会の設置も可能とある。協議の場で議論されるのであれば、協議の場は使用者団体ばかりなので、分科会等で労働側の発言の機会を確保することも必要ではないか。

＜江崎参議院議員＞

　地方団体側からの意見を見ていると、事実誤認が多々見受けられる。これらは、国公制度改革の議論の時にクリアされてきたもの。国と地方の考え方の落差がかなりあるので、なんとかこのギャップを埋めて行かなくてはならない。

国公制度については、国と当事者（労働側）の間で相当な議論が積み上げられてきたが、地方ではそういった検討の機会が少なく、（総務省から）十分な情報提供されていなかった事に対する地方の反発があるのでは。集中的に議論するため、何らかの検討の場が必要ではないか。

　続いて、オブザーバーからの意見を求められ、連合の安永副事務局長が以下の通り発言した。

＜連合　安永副事務局長＞

　昨年６月２日に総務省から「基本的考え方」が示されてから１年が経過し、また、「素案」が提示されから１ヵ月が経過している。この間、民主党ＰＴでの意見交換は５回を数え、一方で、６月１日には国公改革４法案が審議入りしている。したがって、本通常国会でＡ登録（最優先法案）として３月中旬に提出予定とされていた地方公務員制度改革法案の策定・国会提出は、これ以上遅れる理由はどこにもないのではないかと考えている。連合は、政府との定期協議などで、これまで再三にわたって法案の早期提出を求めてきた。会期末を控え、地公改革法案への対応について、副大臣の見解を伺いたい。

　以上の指摘に対して、大島副大臣は、「知事会、市長会、町村会と直に話しをしていると、温度の開きは相当感じている。そこをどう解きほぐしていくかは悩んでいるところである。国と地方の協議の場の分科会を開催するのも一つの考え方ではあるが、そこは引き取らせていただきたい。様々な機会を設けながら説得を続けていきたいと考えている。法案については、もちろん、関係者の理解も進めないといけないが、できるだけ早い時期に提出はしたいと考えている」とまとめ、ＰＴ役員会を終了した。

以上
